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議案第　63　号

堺市市税条例等の一部を改正する条例

（堺市市税条例の一部改正）

第１条　堺市市税条例（昭和４１年条例第３号）の一部を次のように改正する。

第１３条中「寡婦（寡夫）控除額」を「寡婦控除額、ひとり親控除額」に改める。

第１８条第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の２第４項」に改

める。

第２９条第１項第５号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。

第３１条第１項中「第３４３条第４項から第９項まで」を「第３４３条第４項から第

１０項まで」に、「者に課する」を「者に課することができる」に改め、同条中第２項を

第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。

２　前項後段の場合（法第３４３条第４項又は第５項に該当する場合に限る。）において、

市長は、固定資産課税台帳に登録をしようとするときは、あらかじめ、その旨を当該使

用者に通知しなければならない。

第３３条の見出し中「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条の３第２７項」に改

め、同条第１項中「平成３１年法律第２号」を「令和２年法律第５号」に、「平成３１年

新法」を「令和２年新法」に、「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条の３第２７項」

に改め、同条第２項中「平成３１年新法第３４９条の３第２９項」を「令和２年新法第

３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項中「平成３１年新法第３４９条の３第３０

項」を「令和２年新法第３４９条の３第２９項」に改める。

第４２条第１項各号列記以外の部分中「所有する固定資産」の次に「（第３１条第１項

の規定により所有者とみなされて固定資産税が課されるものを含む。以下この条において

同じ。）」を加える。

附則第３条の２第１項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日まで」を「令和

２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年新法」を「令和２年新法」

に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日

まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年新法附則第
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議案第　63　号

堺市市税条例等の一部を改正する条例

（堺市市税条例の一部改正）

第１条　堺市市税条例（昭和４１年条例第３号）の一部を次のように改正する。

第１３条中「寡婦（寡夫）控除額」を「寡婦控除額、ひとり親控除額」に改める。

第１８条第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の２第４項」に改

める。

第２９条第１項第５号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。

第３１条第１項中「第３４３条第４項から第９項まで」を「第３４３条第４項から第

１０項まで」に、「者に課する」を「者に課することができる」に改め、同条中第２項を

第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。

２　前項後段の場合（法第３４３条第４項又は第５項に該当する場合に限る。）において、

市長は、固定資産課税台帳に登録をしようとするときは、あらかじめ、その旨を当該使

用者に通知しなければならない。

第３３条の見出し中「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条の３第２７項」に改

め、同条第１項中「平成３１年法律第２号」を「令和２年法律第５号」に、「平成３１年

新法」を「令和２年新法」に、「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条の３第２７項」

に改め、同条第２項中「平成３１年新法第３４９条の３第２９項」を「令和２年新法第

３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項中「平成３１年新法第３４９条の３第３０

項」を「令和２年新法第３４９条の３第２９項」に改める。

第４２条第１項各号列記以外の部分中「所有する固定資産」の次に「（第３１条第１項

の規定により所有者とみなされて固定資産税が課されるものを含む。以下この条において

同じ。）」を加える。

附則第３条の２第１項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日まで」を「令和

２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年新法」を「令和２年新法」

に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日

まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年新法附則第
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１５条第２項第６号」を「令和２年新法附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条

第２項とし、同条第４項中「平成３１年新法」を「令和２年新法」に改め、同項を同条第

３項とし、同条第５項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日まで」を「令和２

年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年新法附則第１５条第３３項第

１号イからホまで」を「令和２年新法附則第１５条第３０項第１号イからニまで」に改

め、同項を同条第４項とし、同条第６項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日

まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年新法附則第

１５条第３３項第２号イ又はロ」を「令和２年新法附則第１５条第３０項第２号イからハ

まで」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７項中「平成３０年４月１日から令和２年

３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年

新法附則第１５条第３３項第３号イからハまで」を「令和２年新法附則第１５条第３０項

第３号イからハまで」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中「令和２年３月３１

日」を「令和５年３月３１日」に、「平成３１年新法附則第１５条第３８項」を「令和２

年新法附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「平成３１

年新法附則第１５条第４４項」を「令和２年新法附則第１５条第３８項」に改め、同項を

同条第８項とし、同条第１０項中「平成３１年新法附則第１５条第４５項」を「令和２年

新法附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「平成３１

年新法附則第１５条第４７項」を「令和２年新法附則第１５条第４１項」に改め、同項を

同条第１０項とし、同条に次の１項を加える。

１１　地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日から令和３

年３月３１日までの間に取得された法附則第６２条に規定する政令で定める家屋及び構

築物に係る同条の条例で定める割合は、零とする。

附則第３条の２の２中「平成３１年新法」を「令和２年新法」に改める。

附則第４条第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類似適用土地」を「令和

元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」に改める。

附則に次の１条を加える。

　（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等）

第２２条　第３条の３第７項の規定は法附則第５９条第３項において準用する法第１５条

の２第８項に規定する条例で定める期間について、第３条の３第８項の規定は法附則第

５９条第３項において準用する法第１５条の２第９項第４号に規定する条例で定める場

合について、それぞれ準用する。
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１５条第２項第６号」を「令和２年新法附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条

第２項とし、同条第４項中「平成３１年新法」を「令和２年新法」に改め、同項を同条第

３項とし、同条第５項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日まで」を「令和２

年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年新法附則第１５条第３３項第

１号イからホまで」を「令和２年新法附則第１５条第３０項第１号イからニまで」に改

め、同項を同条第４項とし、同条第６項中「平成３０年４月１日から令和２年３月３１日

まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年新法附則第

１５条第３３項第２号イ又はロ」を「令和２年新法附則第１５条第３０項第２号イからハ

まで」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７項中「平成３０年４月１日から令和２年

３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平成３１年

新法附則第１５条第３３項第３号イからハまで」を「令和２年新法附則第１５条第３０項

第３号イからハまで」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中「令和２年３月３１

日」を「令和５年３月３１日」に、「平成３１年新法附則第１５条第３８項」を「令和２

年新法附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「平成３１

年新法附則第１５条第４４項」を「令和２年新法附則第１５条第３８項」に改め、同項を

同条第８項とし、同条第１０項中「平成３１年新法附則第１５条第４５項」を「令和２年

新法附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「平成３１

年新法附則第１５条第４７項」を「令和２年新法附則第１５条第４１項」に改め、同項を

同条第１０項とし、同条に次の１項を加える。

１１　地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日から令和３

年３月３１日までの間に取得された法附則第６２条に規定する政令で定める家屋及び構

築物に係る同条の条例で定める割合は、零とする。

附則第３条の２の２中「平成３１年新法」を「令和２年新法」に改める。

附則第４条第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類似適用土地」を「令和

元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」に改める。

附則に次の１条を加える。

　（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等）

第２２条　第３条の３第７項の規定は法附則第５９条第３項において準用する法第１５条

の２第８項に規定する条例で定める期間について、第３条の３第８項の規定は法附則第

５９条第３項において準用する法第１５条の２第９項第４号に規定する条例で定める場

合について、それぞれ準用する。
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第２条　堺市市税条例の一部を次のように改正する。

附則第３条の２第１１項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改める。

第３条　堺市市税条例の一部を次のように改正する。

第８条第２項中「規定する収益事業」の次に「（以下この節において単に「収益事業」

という。）」を加える。

第１１条第１項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２条第１項

第４号の２」に改め、同条第２項中「、同項第２号の連結事業年度開始の日から６月の期

間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若しく

は同項第２号の期間又は同項第３号」に改める。

第１６条の２第１項及び第３項中「又は個別帰属法人税額」を削り、同条第５項中「又

は連結法人税額」及び「又は当該連結法人税額」を削る。

第２８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、第３４

項及び第３５項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第３５項」に、

「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第２

項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」に、「第５９項」を「第

６９項」に改める。

（堺市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第４条　堺市市税条例等の一部を改正する条例（令和元年条例第２９号）の一部を次のよう

に改正する。

第１条のうち、堺市市税条例第２９条第１項第５号の改正規定を削る。

附則第１項第２号を次のように改める。

⑵　削除

附則第２項を次のように改める。

　２　削除

附　則

（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。

⑴　第１条中第１３条、第１８条及び第２９条の改正規定並びに第２条の規定　令和３年

１月１日
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第２条　堺市市税条例の一部を次のように改正する。

附則第３条の２第１１項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改める。

第３条　堺市市税条例の一部を次のように改正する。

第８条第２項中「規定する収益事業」の次に「（以下この節において単に「収益事業」

という。）」を加える。

第１１条第１項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２条第１項

第４号の２」に改め、同条第２項中「、同項第２号の連結事業年度開始の日から６月の期

間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若しく

は同項第２号の期間又は同項第３号」に改める。

第１６条の２第１項及び第３項中「又は個別帰属法人税額」を削り、同条第５項中「又

は連結法人税額」及び「又は当該連結法人税額」を削る。

第２８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、第３４

項及び第３５項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第３５項」に、

「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第２

項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」に、「第５９項」を「第

６９項」に改める。

（堺市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第４条　堺市市税条例等の一部を改正する条例（令和元年条例第２９号）の一部を次のよう

に改正する。

第１条のうち、堺市市税条例第２９条第１項第５号の改正規定を削る。

附則第１項第２号を次のように改める。

⑵　削除

附則第２項を次のように改める。

　２　削除

附　則

（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。

⑴　第１条中第１３条、第１８条及び第２９条の改正規定並びに第２条の規定　令和３年

１月１日
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⑵　第３条の規定　令和４年４月１日

（個人の市民税に関する経過措置）

２　第１条の規定による改正後の堺市市税条例（以下「新条例」という。）の規定（個人の

市民税に関する部分に限る。）は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

（法人の市民税に関する経過措置）

３　第３条の規定による改正後の堺市市税条例の規定（法人の市民税に関する部分に限る。）

は、第１項第２号に定める施行の日（以下この項及び次項において「２号施行日」とい

う。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）

第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人

税法（昭和４０年法律第３４号。以下この項及び次項において「４年旧法人税法」とい

う。）第２条第１２号の７に規定する連結子法人（次項において単に「連結子法人」とい

う。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人

事業年度をいう。次項において同じ。）が２号施行日前に開始した事業年度を除く。）分の

法人の市民税について適用する。

４　２号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が２号施行日前に

開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び２号施行日前に開始した連結事業年度

（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事業年度をいう。以下この項におい

て同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が２号施行日前に開始した連結事業年度を含

む。）の分の法人の市民税については、なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

５　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定（固定資産税に関する部分に限る。）は、

令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。

６　新条例第３１条第１項及び第２項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

７　平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部を

改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税

については、なお従前の例による。

（堺市市税条例等の一部を改正する条例等の一部改正）
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⑵　第３条の規定　令和４年４月１日

（個人の市民税に関する経過措置）

２　第１条の規定による改正後の堺市市税条例（以下「新条例」という。）の規定（個人の

市民税に関する部分に限る。）は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

（法人の市民税に関する経過措置）

３　第３条の規定による改正後の堺市市税条例の規定（法人の市民税に関する部分に限る。）

は、第１項第２号に定める施行の日（以下この項及び次項において「２号施行日」とい

う。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）

第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人

税法（昭和４０年法律第３４号。以下この項及び次項において「４年旧法人税法」とい

う。）第２条第１２号の７に規定する連結子法人（次項において単に「連結子法人」とい

う。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人

事業年度をいう。次項において同じ。）が２号施行日前に開始した事業年度を除く。）分の

法人の市民税について適用する。

４　２号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が２号施行日前に

開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び２号施行日前に開始した連結事業年度

（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事業年度をいう。以下この項におい

て同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が２号施行日前に開始した連結事業年度を含

む。）の分の法人の市民税については、なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

５　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定（固定資産税に関する部分に限る。）は、

令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。

６　新条例第３１条第１項及び第２項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

７　平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部を

改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税

については、なお従前の例による。

（堺市市税条例等の一部を改正する条例等の一部改正）

－ －7

８　堺市市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年条例第４０号）の一部を次のように

改正する。

附則第３項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。

附則第１１項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。

附則第１２項の表中「平成３１年１０月３１日」を「令和元年１０月３１日」に、「平

成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。

９　堺市市税条例等の一部を改正する条例（平成２９年条例第８号）の一部を次のように改

正する。

附則第１項第１号及び第２項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に

改める。

１０　堺市市税条例等の一部を改正する条例（平成２９年条例第３４号）の一部を次のよう

に改正する。

附則第１項第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。

附則第３項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。

附則第７項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。

附則第８項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年

度分」に改める。

１１　堺市市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年条例第３６号）の一部を次のよう

に改正する。

附則第１項第４号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に、同項第５号中

「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に、同項第６号中「平成３３年１月

１日」を「令和３年１月１日」に、同項第７号中「平成３３年１０月１日」を「令和３年

１０月１日」に改める。

附則第２項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。

附則第３項中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年

度分」に改める。

附則第４項中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改める。

附則第５項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。

附則第１０項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改める。

附則第１１項の表中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に、「平成

３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。
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－ －7

８　堺市市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年条例第４０号）の一部を次のように

改正する。

附則第３項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。

附則第１１項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。

附則第１２項の表中「平成３１年１０月３１日」を「令和元年１０月３１日」に、「平

成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。

９　堺市市税条例等の一部を改正する条例（平成２９年条例第８号）の一部を次のように改

正する。

附則第１項第１号及び第２項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に

改める。

１０　堺市市税条例等の一部を改正する条例（平成２９年条例第３４号）の一部を次のよう

に改正する。

附則第１項第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。

附則第３項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。

附則第７項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。

附則第８項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年

度分」に改める。

１１　堺市市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年条例第３６号）の一部を次のよう

に改正する。

附則第１項第４号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に、同項第５号中

「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に、同項第６号中「平成３３年１月

１日」を「令和３年１月１日」に、同項第７号中「平成３３年１０月１日」を「令和３年

１０月１日」に改める。

附則第２項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。

附則第３項中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年

度分」に改める。

附則第４項中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改める。

附則第５項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。

附則第１０項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改める。

附則第１１項の表中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に、「平成

３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。

－ －8

附則第１２項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改める。

附則第１３項の表中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に、「平成

３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。
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議案第　65　号

堺市保健所及び保健センター条例の
一部を改正する条例

堺市保健所及び保健センター条例（昭和３８年条例第１１号）の一部を次のように改正す

る。

第３条第１項の表堺市西保健センターの項中「鳳南町４丁」を「鳳東町６丁」に改める。

別表中「別表」の次に「（第５条関係）」を加える。

附　則

この条例は、令和２年８月１１日から施行する。ただし、別表の改正規定は、公布の日か

ら施行する。
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議案第　66　号

堺市手数料条例の一部を改正する条例

堺市手数料条例（平成１２年条例第１１号）の一部を次のように改正する。

第２５条第８号中「第１４条第９項」を「第１４条第１３項」に改める。

附　則

この条例は、令和２年９月１日から施行する。
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議案第　68　号

堺市消防団員等公務災害補償条例の
一部を改正する条例

堺市消防団員等公務災害補償条例（平成２０年条例第３４号）の一部を次のように改正す

る。

第５条第２項第１号中「日に」を「日（以下「事故発生日」という。）に」に改め、同項

第２号中「８，８００円」を「８，９００円」に改め、同条第３項中「死亡若しくは負傷の原

因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しく

は診断により疾病の発生が確定した日」を「事故発生日」に改める。

第１３条第２項中「向って」を「向かって」に改める。

附則第５条第５項第２号及び第６項並びに第６条第７項第２号及び第８項中「１００分の

５」を「事故発生日における法定利率」に改める。

別表中　

「
１２，４００円 １３，３００円 １４，２００円
１０，６００円 １１，５００円 １２，４００円
８，８００円 ９，７００円 １０，６００円

」

　を

　

「
１２，４４０円 １３，３２０円 １４，２００円
１０，６７０円 １１，５５０円 １２，４４０円
８，９００円 ９，７９０円 １０，６７０円

」

　に改め、同表の備考

１中「死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は診断によって死亡の原因である

疾病の発生が確定した日若しくは診断によって疾病の発生が確定した日」を「事故発生日」

に改める。

附　則

（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の堺市消防団員等公務災害補
����



IR4H�>L�´>���)@®U²m��j

－ －19

議案第　68　号

堺市消防団員等公務災害補償条例の
一部を改正する条例

堺市消防団員等公務災害補償条例（平成２０年条例第３４号）の一部を次のように改正す

る。

第５条第２項第１号中「日に」を「日（以下「事故発生日」という。）に」に改め、同項

第２号中「８，８００円」を「８，９００円」に改め、同条第３項中「死亡若しくは負傷の原

因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しく

は診断により疾病の発生が確定した日」を「事故発生日」に改める。

第１３条第２項中「向って」を「向かって」に改める。

附則第５条第５項第２号及び第６項並びに第６条第７項第２号及び第８項中「１００分の

５」を「事故発生日における法定利率」に改める。

別表中　

「
１２，４００円 １３，３００円 １４，２００円
１０，６００円 １１，５００円 １２，４００円
８，８００円 ９，７００円 １０，６００円

」

　を

　

「
１２，４４０円 １３，３２０円 １４，２００円
１０，６７０円 １１，５５０円 １２，４４０円
８，９００円 ９，７９０円 １０，６７０円

」

　に改め、同表の備考

１中「死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は診断によって死亡の原因である

疾病の発生が確定した日若しくは診断によって疾病の発生が確定した日」を「事故発生日」

に改める。

附　則

（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の堺市消防団員等公務災害補

－ －20

償条例（以下「新条例」という。）第５条第２項、附則第５条及び第６条並びに別表の規

定は、令和２年４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。

（経過措置）

２　新条例第５条第２項及び別表の規定は、適用日以後に支給すべき事由が生じた損害補償

並びに適用日前に支給すべき事由が生じた適用日以後の期間に係る傷病補償年金、障害補

償年金及び遺族補償年金（以下これらを「傷病補償年金等」という。）について適用し、

適用日前に支給すべき事由が生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び適用日前に

支給すべき事由が生じた適用日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例

による。

３　適用日からこの条例の施行日の前日までの間に、この条例による改正前の堺市消防団員

等公務災害補償条例第５条第２項及び別表の規定による補償基礎額に基づき支給された損

害補償は、新条例の規定による損害補償の内払とみなす。
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